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平成 26年全国消費実態調査の実施 

～ みんなの家計簿で、消費の未来を描きます ～ 

 

 総務省では、本年９月から 11 月までの３か月間にわたり「全国消費実態調査」を実施します。  

 この調査は、家計の構造を「所得」、「消費」及び「資産」の３つの側面から総合的に把握する

ことを目的として、家計の収入・支出及び貯蓄・負債、耐久消費財、住宅・宅地などの家計資産

を５年ごとに調査しています。調査結果は、介護・年金等の社会保障政策の基礎資料などに幅広

く利用されています。 

 統計調査員が対象世帯を訪問し、調査票の配布及び回収を行います。なお、回答は、インター

ネットで行うことも可能ですので、是非、御活用ください。 

１ 調査の概要  

  全国消費実態調査は、統計法に基づく基幹統計調査であり、昭和 34年の第１回以来、５年ご

とに実施しています。この調査から、家計の消費構造について、全国の結果のほか、地域別、

世帯属性別などの詳しい結果が明らかになります。12回目になる今回の調査の特徴は次のとお

りです。 

 (１) 少子高齢化の進展等の社会・経済状況の変化を踏まえ、介護や育児が家計へ与える影響

をより詳細に明らかにする。 

 (２)  地震を始めとする大規模な自然災害が家計へ与えた影響について把握する。 

 (３)  インターネットでも回答できる仕組みを全国的に拡大する。 

  * 平成 26年全国消費実態調査ホームページ 

    http://www.stat.go.jp/data/zensho/2014/index.htm 

２ 調査結果の利用・公表  

  調査結果は、介護・年金等の社会保障政策の検討などの基礎資料として利用されているほか、

地方公共団体における行政施策の立案、民間の経済活動、学術研究などにおいて、幅広く利用

されています。  

  結果の公表は、平成 27年７月から順次行う予定です。 
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 総務省統計局統計調査部消費統計課企画指導第二係 

 担当：寺田課長補佐、津原係長 

 電話：03－5273－1173（直通） 

 FAX ：03－5273－1495 

 E-mail：w-kikaku2_atmark_soumu.go.jp 
（注）迷惑メール防止のため、メールアドレスの一部を変えてい

ます。送付の際には、「_atmark_」を「@」に置き換えてください。 




